
営
業
の
概
況（
単
体
ベ
ー
ス
） 

資
料
編
 

営
業
の
概
況（
連
結
ベ
ー
ス
） 

資
料
編
 

1.消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 
2.純資産額及び総資産額の算定にあたり、平成19年3月期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関す
る会計基準」（企業会計基準第5号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適
用指針」（企業会計基準適用指針第8号）を適用しております。 
3.1株当たり純資産額は、「1株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指
針第4号）が改正されたことに伴い、平成19年3月期から繰延ヘッジ損益を含めて算出しております。 
4.平成20年3月期中間配当についての取締役会決議は平成19年11月15日に行いました。 

5.「1株当たり純資産額」及び「1株当たり当期純利益」の算定に当たっては、「1株当たり当期純利益に関
する会計基準」（企業会計基準第2号）及び「1株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企
業会計基準適用指針第4号）を適用しております。 
6.単体自己資本比率は、平成19年3月期から、銀行法第14条の2の規定に基づく平成18年金融庁告示第19号に
定められた算式に基づき算出しております。当行は国際統一基準を採用しております。なお、平成18年3月期以前
は、銀行法第14条の2の規定に基づく平成5年大蔵省告示第55号に定められた算式に基づき算出しております。 
7.従業員数は、就業人員であり、出向者を含んでおりません。 
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　営業の概況（単体ベース） 

　株主およびお客さまのご理解、ご支援を賜りながら、経営
の効率化を図りつつ、積極的な営業展開に努めました結果、
次のような業績をあげることができました。 
　 
■預金等（譲渡性預金を含む） 
　預金等の当期末残高は、前期末比107億円減少（減少率0.28
％）して36,994億円となりました。なお、コアとなる個人預金
の期末残高は、27,869億円で前期末比1,014億円増加（増加率
3.77％）となりました。 
　一方、お客さまの多様化する資産運用ニーズにお応えす
るため、投資信託、公共債、個人年金保険等の販売にも注力
しました結果、当期末における投資信託の保護預かり残高
は前期末比6億円減少（減少率0.41％）して1,629億円、公共債
等の保護預かり残高は前期末比163億円増加（増加率11.64％）
して1,571億円、個人年金保険の新規取扱保険料累計は前期
末比210億円増加（増加率13.58％）して1,762億円、さらにオ
プション・スワップ付債券の当期末残高は前期末比38億円増
加（増加率49.17％）して117億円となりました。 
　 
■貸出金 
　貸出金の期末残高は前期末比775億円増加（増加率3.12％）
して25,589億円となりました。 

　これは、住宅ローンを中心とした消費者向け貸出が前期
末比235億円増加（増加率2.79％）したことに加え、事業性貸
出が前期末比319億円増加（増加率2.11％）したことが寄与し
たものです。 
　 
■有価証券 
　順調な貸出金の伸びに対応すべく資金を振り向けた結果、
当期末の有価証券残高は前期末比1,297億円減少（減少率
9.57％）して12,251億円となりました。 
　 
■収益 
　以上の結果、当期の資金利益は前期比13億円増加の582億円、
役務取引等利益は同11億円減少の76億円、その他業務利益
は同18億円悪化して△54億円となり、業務粗利益は同16億
円減少の603億円となりました。一方、経費は445億円（同20
億円増加）となり、一般貸倒引当金繰入前の実質業務純益は
同36億円減少の158億円となりました。 
　また、当期の与信コスト（貸倒償却引当費用＝一般貸倒引
当金繰入額＋不良債権処理額－貸倒引当金戻入益）が158億
円と前期比107億円の増加、また株式関係損益（＝売却益－
売却損－償却）が112億円と前期比89億円増加となったこと
から、当期の経常利益は前期比48億円減益の101億円、当期
純利益も33億円（前期比52億円減益）にとどまりました。 

主要な経営指標等の推移（単体） 
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1.当行及び連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 
2.連結純資産額及び連結総資産額の算定にあたり、平成18年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第5号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指
針」（企業会計基準適用指針第8号）を適用しております。 
3.「1株当たり純資産額」、「1株当たり当期純利益」及び「潜在株式調整後1株当たり当期純利益」の算定に当たっては、「1株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第2号）及び「1株当たり当期純利
益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第4号）を適用しております。1株当たり純資産額は、企業会計基準適用指針第4号が改正されたことに伴い、平成18年度から繰延ヘッジ損益を含めて算
出しております。 
なお、平成16年度以降の潜在株式調整後1株当たり当期純利益は、潜在株式がないので記載しておりません。 
4.連結自己資本比率は、平成18年度末から銀行法第14条の2の規定に基づく平成18年金融庁告示第19号に定められた算式に基づき算出しております。当行は国際統一基準を採用しております。なお、平成17年度以前
は、銀行法第14条の2の規定に基づく平成5年大蔵省告示第55号に定められた算式に基づき算出しております。　　 
5.従業員数は出向者を除いた就業人員であり、［ ］内は嘱託及び臨時雇員の期中平均人員（外書き）であります。 

単　位 

主要な経営指標等の推移（連結） 

 
　営業の概況（連結ベース） 

　当連結会計年度の業績につきましては、資金の効率的な
運用・調達、及び、経営全般の一層の合理化に努めるとともに、
資産の健全性確保のために諸償却並びに諸引当金の繰入を
行いました結果、以下のとおりとなりました。 
  
1. 主要勘定の概況 
　預金等（譲渡性預金を含む）は、当連結会計年度中に106億
円減少して36,950億円（うち預金は35,950億円）となりました。
一方、貸出金は779億円増加して当連結会計年度末残高は
25,513億円、有価証券は1,298億円減少して当連結会計年度
末残高は12,251億円となりました。また、総資産の当連結会
計年度末残高は41,151億円で前連結会計年度末に比べて642
億円の減少、純資産額の当連結会計年度末残高は2,568億円
で同271億円の減少となりました。 
 
2. 損益の状況 
　損益につきましては、経常収益は資金運用収益やその他
経常収益を中心に前連結会計年度比182億円増加して1,148
億円となりましたが、経常費用が資金調達コストやその他
業務費用（主として国債等債券償却）ならびにその他経常費

用（主として与信コスト）の増加により前連結会計年度比
233億円増加の1,039億円となったことから、当連結会計年度
の経常利益は前連結会計年度比51億円減益の108億円、当期
純利益も同52億円減益の35億円となりました。 
 
3.キャッシュ・フローの状況 
　現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計
年度末に比べ79億円減少し、当連結会計年度末は404億円と
なりました。 
（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

　営業活動による資金は581億円の減少となりました。この
主な要因は、貸出金の増加であります。 
（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

　投資活動による資金は585億円で、前連結会計年度と比べ
キャッシュ・フローは156億円減少しました。主な要因は、有
価証券の取得による支出の増加及び有価証券の償還による
収入の減少であります。 
（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

　財務活動により支出した資金は83億円で、支出額は前連
結会計年度と比べ84億円増加しました。主な要因は、劣後特
約付借入金の返済であります。 
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